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経済センサス‐基礎調査試験調査 

結果報告 

Ⅰ 調査の概要  

１ 調査の目的等 

平成31年から実施予定の「経済センサス‐基礎調査」を正確かつ円滑に実施するため、

調査方法や調査票の設計等が適切かどうかなどについて、あらかじめ実地に検証するこ

とを目的として、平成29年９月１日から10月31日まで７都道府県10市町村※１において試

験調査を実施した。 

※１ 北海道小樽市・石狩市、東京都江東区・三鷹市、愛知県名古屋市、京都府木津川市、

広島県広島市・府中町、高知県四万十市、福岡県北九州市 

２ 調査の方法 

(1) 平成29年９月中

○調査員が調査地域を実地に巡回し、全ての民営事業所（調査員１名当たり約300事業

所）の活動状態などを把握すると共に、新たに把握した事業所※２には、調査票（別

紙参照）を配布し、従業者数や産業分類等の情報を把握した。

(2) 平成29年10月中

○回答期限内に回答が得られない事業所に対して督促を実施した。

※２ 総務省が行政記録情報に基づき追加した事業所（行政記録追加事業所）及び調査員が実地に把

握した事業所（調査員把握事業所）。 

Ⅱ 調査結果  

１ 調査対象事業所の属性及び活動状態 

(1) 調査対象事業所の属性

○最終的な調査対象事業所数は4,542事業所で、このうち、存続事業所は3,986事業所

（調査対象事業所に占める割合87.8％）、行政記録追加事業所は39事業所（同0.9％）、

調査員把握事業所は517事業所（同11.4％）となっている。【表１】

表１ 属性別事業所数及び割合 

（事業所、％）

存続
事業所

⾏政記録
追加事業所

調査員
把握事業所

（実数） 4,542 3,986 39 517

（割合） 100.0 87.8 0.9 11.4

調査対象
事業所
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(2) 調査対象事業所の活動状態 

   ○調査員が外観等により調査対象事業所の活動状態を確認した結果、全体で96.6％の

事業所の活動状態を確認することができた。 

○活動状態を属性別にみると、存続事業所が「存在しない」割合は19.9％であるのに

対し、行政記録追加事業所については、48.7％と約半数近くが「存在しない」とな

っている。【図１】 

図１ 調査対象事業所の活動状態（調査員が外観等により確認した結果） 

 
 

 

２ 調査票の配布状況及び回答状況 

(1) 調査票の配布状況 

○調査票配布対象事業所（活動中の行政記録追加事業所及び調査員把握事業所）につ

いて、調査票の配布状況を配布方法別にみると、「事業主等に手渡し」が46.9％、「郵

便受けに配布」が45.7％となっている。また、郵便受けがない等の理由により「配

布できない」事業所も7.4％存在している。【表２】 

表２ 調査票の配布状況（調査票配布対象事業所） 
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調査対象全体

存続事業所

⾏政記録追加事業所

調査員把握事業所

活動中 休業中 存在
しない

活動状態
不明

(N=4,542)

(N=3,986)

(N=39)

(N=517)

（事業所、％）
配布⽅法 （実数）

総数 503 100.0 46.9 45.7 7.4

⾏政記録追加事業所 17 100.0 52.9 47.1 0.0

調査員把握事業所 486 100.0 46.7 45.7 7.6

調査票配布
対象事業所 事業主等に

⼿渡し
郵便受けに

配布
配布

できない

調査票配布
対象事業所

（構成⽐）
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(2) 調査票の回答状況

○調査票配布事業所について、調査の回答状況をみると、「回答あり」が48.3％となっ

ている。また、「回答あり」に占める回答方法別の割合をみると、「郵送」が74.2％、

「オンライン」が25.8％となっている。なお、督促前における回答状況は「回答あ

り」が40.6％、「回答なし」が59.4％となっている。【表３】

表３ 調査の回答状況 

○督促前に回答のあった事業所について、調査票の配布日から回答受付までの日数を

みると、約８割の事業所が回答期限内（配布日から２週間後）に回答している。【図

２】

図２ 調査票の配布日から回答受付までの日数（調査回答事業所（督促前）） 

（％）

郵送
2)

オンライン
2)

全体　1) 100.0 48.3 (74.2) (25.8) 51.7

督促前 100.0 40.6 (75.1) (24.9) 59.4

1) 調査未回答事業所への督促後に回答されたものを含めた全体の値 N=466
2) 「回答あり」に占める割合

調査票配布
事業所数 回答あり 回答なし
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（別紙）経済センサス‐基礎調査試験調査 調査票 
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＜付録＞ 

集 計 表 

【調査票の回収状況に関する表】 

第１表 市町村、回答方法別回収状況 

第２表 経営組織、回答方法別回収状況 

第３表 単独・本所・支所、回答方法別回収状況 

第４表 産業大分類、回答方法別回収状況 

【調査票の記入状況に関する表】 

第５表 市町村、調査事項別記入状況（エラー率） 

第６表 経営組織、調査事項別記入状況（エラー率） 

第７表 単独・本所・支所、調査事項別記入状況（エラー率） 

第８表 産業分類、調査事項別記入状況（エラー率） 

集計表の見方 

１ 表中の“***”は、調査票に当該項目の記入がなかったため、数値が得ら

れないものを示す。 

２ 表中の“－”は、当該項目の記入対象がなく（調査票の設計上、記入対

象とならない）、数値が得られないもの、また、クロス集計ができないもの

を示す。 

３ 「エラー率」は、当該項目に記入する必要があるが、記入がなかったも

の（記入漏れ）、記入に誤りがあるもの（記入誤り）の割合を示す。 
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第１表 市町村、回答方法別回収状況 

第２表 経営組織、回答方法別回収状況 

【注】表中の“＊＊＊”は、数値が得られないものを示す。 

第３表 単独・本所・支所、回答方法別回収状況 

（％）
回答⽅法

市町村
オンライン

1)
郵送
1)

オンライン
1)

郵送
1)

総数 48.3 (25.8) (74.2) 40.6 (24.9) (75.1) 
北海道⼩樽市 37.0 (37.0) (63.0) 32.9 (37.5) (62.5) 
北海道⽯狩市 30.0 (0.0) (100.0) 20.0 (0.0) (100.0) 
東京都江東区 61.2 (17.1) (82.9) 58.2 (15.4) (84.6) 
東京都三鷹市 50.0 (18.2) (81.8) 31.8 (28.6) (71.4) 
愛知県名古屋市 47.8 (45.5) (54.5) 43.5 (40.0) (60.0) 
京都府⽊津川市 47.0 (35.5) (64.5) 34.8 (34.8) (65.2) 
広島県広島市 54.9 (26.0) (74.0) 47.4 (23.8) (76.2) 
広島県府中町 30.0 (16.7) (83.3) 25.0 (20.0) (80.0) 
⾼知県四万⼗市 41.9 (15.4) (84.6) 25.8 (12.5) (87.5) 
福岡県北九州市 42.9 (11.1) (88.9) 38.1 (12.5) (87.5) 
1) 「調査回答事業所」に占める割合 N=466

調査回答
事業所

（別掲）当初回答率
調査回答
事業所

回答率

（％）
回答⽅法 （参考）

構成⽐

経営組織
総数　1) 25.4 74.6 100.0

個⼈経営 28.4 71.6 30.7
株式会社・有限会社・相互会社 26.5 73.5 62.4
合名会社・合資会社 *** *** 0.0
合同会社 0.0 100.0 1.4
会社以外の法⼈ 11.1 88.9 4.1
外国の会社 *** *** 0.0
法⼈でない団体 33.3 66.7 1.4

1) 経営組織の不詳を除く。 N=218

オンライン 調査回答
事業所郵送

回答⽅法別事業所数割合

（％）

回答⽅法 （参考）
構成⽐

単独・本所・⽀所
総数　1) 25.4 74.6 100.0

単独事業所 29.0 71.0 48.8
本所・本社・本店 26.1 73.9 11.2
⽀所・⽀社・⽀店 24.4 75.6 40.0

1) 単独・本所・⽀所の不詳を除く。 N=205

調査回答
事業所オンライン 郵送

回答⽅法別事業所数割合
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第４表 産業大分類、回答方法別回収状況 

【注】表中の“＊＊＊”は、数値が得られないものを示す。 

第５表 市町村、調査事項別記入状況（エラー率） 

【注】表中の“＊＊＊”は、数値が得られないものを示す。 

（％）
回答⽅法 （参考）

構成⽐

産業⼤分類
総数　1) 25.4 74.6 100.0

A 農業、林業 100.0 0.0 0.5
B 漁業 *** *** 0.0
C 鉱業、採⽯業、砂利採取業 *** *** 0.0
D 建設業 16.7 83.3 2.8
E 製造業 0.0 100.0 3.3
F 電気・ガス・熱供給・⽔道業 *** *** 0.0
G 情報通信業 40.0 60.0 2.3
H 運輸業、郵便業 25.0 75.0 1.9
I 卸売業、⼩売業 28.6 71.4 32.6
J ⾦融業、保険業 0.0 100.0 1.9
K 不動産業、物品賃貸業 25.0 75.0 5.6
L 学術研究、専⾨・技術サービス業 61.5 38.5 6.0
M 宿泊業、飲⾷サービス業 13.9 86.1 16.7
N ⽣活関連サービス業、娯楽業 38.5 61.5 6.0
O 教育、学習⽀援業 9.1 90.9 5.1
P 医療、福祉 26.9 73.1 12.1
Q 複合サービス事業 *** *** 0.0
R サービス業（他に分類されないもの） 14.3 85.7 3.3
S 公務（他に分類されるものを除く） *** *** 0.0

1) 産業の不詳を除く。 N=215

オンライン 調査回答
事業所郵送

回答⽅法別事業所数割合

（％）
市町村

調査事項
北海道
⼩樽市

北海道
⽯狩市

東京都
江東区

東京都
三鷹市

愛知県
名古屋市

京都府
⽊津川市

広島県
広島市

広島県
府中町

⾼知県
四万⼗市

福岡県
北九州市

3.6 3.7 0.0 2.4 9.1 0.0 3.2 5.5 0.0 0.0 0.0
1.8 7.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.4 0.0 7.7 0.0

３　事業所の活動状態 1.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 6.5 2.7 0.0 0.0 0.0
32.6 33.3 66.7 46.3 45.5 18.2 23.3 27.4 50.0 23.1 33.3
5.4 0.0 0.0 2.4 0.0 0.0 10.0 6.8 0.0 7.7 22.2

６　この事業所の主な事業の内容 0.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.4 0.0 7.7 0.0
７　経営組織 2.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 6.7 2.7 0.0 0.0 22.2
８　法⼈番号 44.8 65.0 0.0 59.0 50.0 10.0 87.5 21.3 0.0 66.7 20.0
９　単独事業所・本所・⽀所の別等

(1) 単独事業所・本所・⽀所の別 6.5 0.0 0.0 17.1 20.0 0.0 3.6 2.9 0.0 15.4 0.0
4.9 0.0 *** 3.7 0.0 0.0 0.0 10.7 0.0 0.0 0.0

10　消費税の税込み記⼊・税抜き記⼊の別 10.6 0.0 0.0 0.0 40.0 12.5 12.0 14.3 20.0 0.0 0.0
11　事業所⼜は企業全体の年間総売上(収⼊)⾦額 11.4 7.7 0.0 0.0 40.0 25.0 4.0 14.3 20.0 0.0 16.7
12　資本⾦等の額 7.7 0.0 0.0 0.0 50.0 20.0 0.0 5.9 0.0 0.0 0.0

全国

１　事業所の名称及び電話番号
２　事業所の所在地

４　この場所での事業所の開設時期
５　この事業所の従業者数

(2) 本所等の名称・所在地
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第６表 経営組織、調査事項別記入状況（エラー率） 

第７表 単独・本所・支所、調査事項別記入状況（エラー率） 

（％）
経営組織　1)

調査事項 個⼈経営 法⼈ その他
3.7 6.0 2.7 0.0
1.8 3.0 1.4 0.0

３　事業所の活動状態 0.9 1.5 0.7 0.0
33.0 31.3 33.8 33.3
3.2 7.5 1.4 0.0

６　この事業所の主な事業の内容 0.9 3.0 0.0 0.0
７　経営組織 - - - -
８　法⼈番号 33.8 - 33.8 -
９　単独事業所・本所・⽀所の別等

(1) 単独事業所・本所・⽀所の別 6.4 7.5 2.7 0.0
4.9 0.0 4.9 -

10　消費税の税込み記⼊・税抜き記⼊の別 10.0 8.2 12.1 0.0
11　事業所⼜は企業全体の年間総売上(収⼊)⾦額 10.8 11.5 10.3 0.0
12　資本⾦等の額 7.7 - 7.7 -
1) 法⼈：「株式会社 有限会社 相互会社」、「合名会社 合資会社」、「合同会社」、「会社以外の法⼈」

その他：「外国の会社」、「法⼈でない団体」
2) 経営組織の不詳や記⼊対象でない場合を除く

５　この事業所の従業者数

(2) 本所等の名称・所在地

総数
2)

１　事業所の名称及び電話番号
２　事業所の所在地

４　この場所での事業所の開設時期

(%)
単独・本所・⽀所

調査事項

単独
事業所

本所・
本社・
本店

⽀所・
⽀社・
⽀店

3.4 4.0 0.0 3.7
1.5 1.0 0.0 2.4

３　事業所の活動状態 1.0 2.0 0.0 0.0
30.2 31.0 26.1 30.5
4.9 10.0 0.0 0.0

６　この事業所の主な事業の内容 0.5 1.0 0.0 0.0
７　経営組織 1.5 3.0 0.0 0.0
８　法⼈番号 41.9 57.1 17.4 40.7
９　単独事業所・本所・⽀所の別等

- - - -
4.9 - - 4.9

10　消費税の税込み記⼊・税抜き記⼊の別 10.6 10.0 13.0 -
11　事業所⼜は企業全体の年間総売上(収⼊)⾦額 11.4 10.0 17.4 -
12　資本⾦等の額 7.7 3.4 13.0 -
1) 単独・本所・⽀所の不詳や記⼊対象でない場合を除く

総数
1)

(2) 本所等の名称・所在地

１　事業所の名称及び電話番号
２　事業所の所在地

４　この場所での事業所の開設時期
５　この事業所の従業者数

(1) 単独事業所・本所・⽀所の別
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第８表 産業分類、調査事項別記入状況（エラー率） 

【注】表中の“＊＊＊”は、数値が得られないものを示す。 

（％）
産業　1)

調査事項
第⼀次
産業

第⼆次
産業

第三次
産業

3.3 0.0 0.0 3.5
0.9 0.0 0.0 1.0

３　事業所の活動状態 1.9 0.0 0.0 2.0
31.6 0.0 38.5 31.3
5.1 0.0 23.1 4.0

６　この事業所の主な事業の内容 - - - -
７　経営組織 2.8 0.0 0.0 3.0
８　法⼈番号 43.4 *** 42.9 43.4
９　単独事業所・本所・⽀所の別等

6.7 0.0 0.0 7.2
5.0 *** 0.0 5.1

10　消費税の税込み記⼊・税抜き記⼊の別 11.0 0.0 8.3 11.4
11　事業所⼜は企業全体の年間総売上(収⼊)⾦額 11.0 0.0 8.3 11.4
12　資本⾦等の額 6.1 *** 16.7 4.7
1) 第⼀次産業：「農業，林業」及び「漁業」

第⼆次産業：「鉱業，採⽯業，砂利採取業」、「建設業」、「製造業」
第三次産業：「電気・ガス・熱供給・⽔道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，⼩売業」、「⾦融業，保険業」、

 「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専⾨・技術サービス業」、「宿泊業，飲⾷サービス業」、
 「⽣活関連サービス業，娯楽業」、「教育，学習⽀援業」、「医療，福祉」、「複合サービス事業」、
 「サービス業（他に分類されないもの）」、「公務（他に分類されるものを除く）」

2) 産業の不詳や記⼊対象でない場合を除く

(2) 本所等の名称・所在地

総数
2)

１　事業所の名称及び電話番号
２　事業所の所在地

４　この場所での事業所の開設時期
５　この事業所の従業者数

(1) 単独事業所・本所・⽀所の別




